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◆ 3 月のＣＰ市場動向 

 3 月末のＣＰ市場残高は、20 兆 9,268 億円（前年同月比＋5 兆 3,974 億円）

で、2008 年（20 兆 2,767 億円）以来の 20 兆円台となった。発行市場は、新型

コロナウィルス対応の資金ニーズもあり、中旬以降 24 兆円後半を維持する動き

となり、23 日には初の 25 兆円台を記録した。業態別残高では、一般事業法人が

7 兆 3,802 億円（前月比△2 兆 2,249 億円）、その他金融が 9 兆 8,401 億円（同

△4,951 億円）と減少した。一方、金融機関が 2 兆 2,007 億円（同＋4,789 億

円）、ＡＢＣＰが 1 兆 5,058 億円（同＋3,987 億円）と増加した。発行レートは、

新型コロナウィルス対応の強い資金調達ニーズと投資家の慎重姿勢を受けて、月

後半はレート上昇が顕著となった。 

 

【新発 3Ｍ物の発行レート】 

最上位銘柄（a-1+格）0.000%近辺～0.200% 一般事業法人（a-1 格）0.000%

～0.300% その他金融銘柄（a-1 格）0.004%～0.100% 

 

【業態別残高内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



【格付け別の発行レート】 

 

 

 

 

 

 

≪ＣＰオペ≫ 

ＣＰ等買入オペは、3 月は 3 回で合計 1 兆 4,500 億円実施された。18 日と

26 日のオファーのオペは、金融政策決定会合での追加緩和の決定を受け、それ

ぞれ当初予定より増額された。発行市場の大幅な増加と発行レートの上昇を受

けて、何れも按分レートは強含みとなり、ディーラーの強い売却ニーズを反映す

る結果となった。 

〈月末オペ残高：2 兆 5,519 億円〉 

 

【日銀CP等買入れオペ実績】 

 

 

 

 

≪ＡＢＣＰ≫ 

ＡＢＣＰは、1兆5,058億円と前月比＋3,987億円増加し、前年同月比で

は＋137億円の微増であった。 

 

≪短期社債登録状況≫ 

証券保管振替機構によると、3 月末時点における発行登録企業数はエヌ・テ

ィ・ティ都市開発が登録抹消を行ったことから、1 社減の 529 社となった。 

 



≪ＣＰ現先市場≫ 

現先（S/N）レートは運用ニーズ強く、マイナス～0 %近辺での出合い 

となっていた。 

 

◆ 4 月のＣＰ市場動向 

4月の発行市場は、例年では期末要因の剥落から発行再開が進み、一般事業

法人では大幅増加となる。本年は、それに加え新型コロナウィルスの影響で、

多くの企業で期初より積極的に発行を進めた事で、10日時点で期末残高（20

兆9,268億円）から、約2兆9,000億円増加し23兆8,000億円強となっている。

引き続き高い市場残高を維持し、月末残高は38カ月連続して前年同月比を上回

り、過去最高水準を更新することが予想される。但し、投資家の慎重な投資姿

勢から発行体との目線が合わず、減額や発行が見送られるケースが多くなるな

ど、発行環境はやや厳しい状態となっている。 

発行レートは、期間の長い案件や大型の発行案件については、かなりレート

が流れるケースも散見された。投資家と発行体のレート目線が乖離しているた

こともあり、今後も方向感を探る展開が続くと思われる。 

 

≪ＣＰオペ≫ 

ＣＰ等買入オペは、14日と24日の2回合計8,000億円のオファー予定となっ

ている。発行が大幅に増加していることや発行レートの上昇もあり、先月末の

オペでは按分・平均落札レートがプラスレートとなったが、今月も同様な動き

となることが予想される。 （注）14日のオペは、当日5,500億円に変更 

 

≪ＣＰ現先市場≫ 

ＣＰ現先レートは、0%近辺での出合いを予想する。 

  



＊ 参考資料 （出所：証券保管振替機構） 

【3 月末発行残高 上位 10 社】 

 

 

【短期社債市場残高】 

（2018 年 4 月～2020 年 3 月）             （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



―――――――――――――――――――――――――――――― 

本資料は投資環境等に関する情報提供を目的として作成したものです。本資料は投資勧誘を目的とするも

のではありません。有価証券等の取引には、リスクが伴います。投資についての最終決定は、投資家ご自

身の判断と責任においてなされるようお願いいたします。当社は、いかなる投資の妥当性についても保証

するものではありません。記載された意見や予測等は作成時点のものであり、正確性、完全性を保証する

ものではなく、今後予告なく変更されることがあります。 

上田八木短資株式会社 

登録金融機関 近畿財務局長（登金）第 243 号  

大阪本社 〒 541-0043 大阪府大阪市中央区高麗橋 2 丁目 4 番 2 号  

東京本社 〒 103-0022 東京都中央区日本橋室町 1 丁目 2 番 3 号  

加入協会 日本証券業協会 

 

 


